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　町民の皆様には、日頃から町議会に対しましてご理解とご協力を賜
り厚く御礼申し上げます。
　今回の勉強会は、６月定例会６月１５日での一般質問がきっかけと
なりました。（事業内容は別紙のとおり）議会閉会後、間を置かず６
月３０日に本事業窓口である総務省（東京霞が関）に数名の議員で出
向き、担当者から事業内容の説明を受け、本事業が「正に当町のため
の事業である。」ことを確信し、７月３日に町当局に早期の制度活用
に向けた要望をして参りました。町民の皆様にも事業内容をご理解い
ただきたいとの思いで臨時号を発行いたしました。
　これからも、町民の皆様からのご意見・ご要望をお聞かせ頂ければ
と考えております。何かありましたら是非、お聞かせください。議員
８名、力を結集して全力で邁進してまいります。

　人口急減地域における地域の担い手確保の取り組みを推進することを目的に、複数の事業者
の仕事の組み合わせで、年間を通した仕事を創出し、地域の複数の事業者が協同で通年雇用す
る事業です。雇用者は地域内の若者や地方への移住を希望する都市部在住の若者などを予定し
ています。まずは、「事業協同組合」（仕事を各事業者に派遣する派遣元）の設立が必要になり
ます。

「特定地域づくり事業協同組合制度」の
勉強会開催にあたり

（議会議長　　五ノ井義一）

特定地域づくり事業協同組合制度とは？

事　業　名 事　業　内　容 事業費（万円）

プレミアム付
商品券事業

（金山町商工会に補
助する事業）

　９月発行時、購入できなかった方の
ため、消費喚起のため「妖精の里商品
券」を追加発行。プレミアム率25％、
4,000円で5,000円分の商品券を購入可。
発行総額5,000万円。前回と合わせ発行
総額10,000万円

１，２４０

９月発行分購入者で
今回発行分を購入
できない方・世帯

•一人　16万円まで購入された方
•又は、１世帯（１家族）60万円まで購入された世帯
　（例：５人世帯×16万＝80万円ですが限度額60万円）

お問い合わせ先 事業主体：金山町商工会（電話５４－２３１１）

町側との打合せ（令和２年７月３日）
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 （７月３日に町に提出した資料の一部です）

高齢化率59.6％（福島県一番）

やり方次第で変わる町づくり！
福島県金山町議会

　２０１９年１１月議員立法にて【地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に
関する法律】が可決され、２０２０年６月より施行されました。本法律は、農山漁村では事業者単
位でみると年間を通じた仕事が少なく、このため、安定的な雇用環境や一定の給与水準を確保する
ことができていないといった状況が、人口流出の要因やＵＩＪターンの障害になっていることに着
目しています。そして、このような課題について、地域全体で複数の事業者の仕事を組み合わせる
ことで年間を通じた仕事を創出し、地域事業者が協同して職員を通年雇用したうえで、それぞれの
地域事業者に派遣する仕組みを創設し、地域の担い手の確保の取り組みを推進することとなってい
ます。２０１４年から国主導で様々な地方創生策が生まれてきていますが、残念ながら東京一極集
中の流れは止まっていません。本法律も地方創生策の１つですが、当該地域が課題を認識し、地域
にとって使いやすいヒトを雇用するのではなく、地域課題と派遣職員となる人がやりがいのある仕
事をマッチングさせる仕組みを作ることが肝要です。

　当町に於いては、福島県内１高齢化率が高い町であり、集落の活力の低下、人口減少による産業
の衰退等が喫緊の課題となっています。町の担い手となる若者の定住については、町でもあらゆる
施策を進めてきましたが、「求める職業がない」「給与水準が低い」などの理由から若者流出に歯止
めがかかっていません。第１次産業を基盤とし第２次、第３次が連携した６次産業化の推進し、金
山町と多様に関わる人たちを巻き込みながら、人材の育成も大事になってきます。これまでの地域
おこし協力隊や地域おこし企業人等々の流れは本町にとっても大切な傾向です。その流れを維持
し、都市部の若者を呼び込み地域の担い手になってもらうための法律です。

　そんな中、この新型コロナウィルス蔓延による世界的な混乱が生まれました。
　これがきっかけになり、東京一極集中のリスク、そして今回資源とも呼べるほど注目された「人
との物理的な距離」これは、過疎化が問題となっている金山町の都市部にはない強みとして顕在化
しました。地方への注目が集まっている中、このチャンスをのがすことなく当町としてもしっかり
と施策として落とし込み地域課題解決の糸口とすべきと考え、本事業計画書を策定しました。

　当町でも担い手不足が顕著な１次産業を軸に、町内加工業者である２次産業、道の駅や個人商店
等の３次産業の皆さんと共に特定地域づくり事業協同組合の結成を目指しています。
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（用水路の土砂上げ） （電気柵の設置） （農道草刈）
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12定例会は、12月4日から8日まで開催されます。
一般質問は12月7日と8日午前中となります。
「開かれた議会」を目指しておりますので、皆様お気軽に傍聴にお
いで下さい。
○役場１階の受付で「傍聴券」を受け取り４階の議場にお越し下さ
い。

ごあんない

・Ａさん　　36歳　　女性　　希望職種　サービス業希望
①サービス業（４月～11月）　　②ス キ ー 場（12月～３月）

・Ｂさん　　30歳　　男性　　希望職種　食品加工業希望
①農　　　業（４月～９月）　　②製造加工業（10・11月）
③建　設　業　除雪作業（12月～３月）

・Ｃさん　　40歳　　女性　　希望職種　観光関係
①霧幻峡船頭（４月～11月）　　②介 護 関 係（12月～３月）

・Ｄさん　　28歳　　男性　　希望職種　農業
①農　　　業（４月～11月）　　②宿　泊　業（12月～３月）

※事業組合の派遣職員として雇用される人材は
・地方への移住を希望する都市部在住の若者
・地域おこし協力隊として活躍し、任期を終えた若者
・町内に居住している若者

①事前準備……組合員となる事業者の確保　　派遣職員となる労働者の確保
　　　　　　　事務局職員や事務所の確保　　組合設立・運営に係る財政支援　等
②事業協同組合の設立認可手続き……発起人の選定（４業者以上）　
　　　　　　　……（特定地域づくり事業協同組合の認定手続き）
　　　　　　　……（労働者派遣事業の届け出）
③事業開始

・金山町議会では、設立までの手順の中で組合設立・運営に係る財政支援等について町に要望
しながら財源確保に努めてまいります。事業協同組合が早期に設立され事業が開始されるこ
とを事業者・町と一緒になり考えていきます。
・質問等ありましたら金山町議会事務局（電話０２４１－５４－５３４１）までご連絡下さい。

「特定地域づくり事業協同組合」設立までの手順

金山版　地域づくり事業協同組合派遣先の
組み合わせのイメージ（例）


